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震災復興財政 ～国・県・市町村財政の現状と課題～

井上博夫（岩手大学）

＜目的＞

震災が財政にどのようなインパクトを与えたか、または与えなかったかを検証し、市町

村財政の課題を明らかにする。特に次の点に着目する。

（１） 政府間財政関係

（２） 公私分担関係

＜目次＞

１．国の財政措置

２．公私分担の変化

３．岩手県の復興予算

４．岩手県大槌町の復興予算

１．国の財政措置

（１） 平成 23 年度補正予算の概要

表 、表 参照

（２） 東日本大震災に対応した地方行財政措置（政府間財政関係）

a) 補助金の特例（補助率引き上げ＋地方負担分に対する交付税措置）

例１：東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律

特定被災地方公共団体の施設の災害復旧事業に対する補助

例２：災害廃棄物処理事業

・地方の財政力に応じた対応 補助率引き上げ

・地方負担分に対する普通交付税＋特別交付税措置
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参照「激甚法、阪神・淡路財特法と現行による措置と東日本大震災財特法」

b)地方債に対する措置（地方債充当率 100％＋元利償還金に対する交付税措置）

総務省資料：「東日本大震災への対応に係る ＆ （地方行財政関係）」より

国の補正予算により平成２３年度に追加される災害復旧事業等投資的経費に係る地方負担額等について

は、地方負担額の１００％まで地方債を充当できることとし、後年度においてその元利償還金について以

下のとおり地方交付税により措置することとしました。

① 災害復旧事業債

ア補助災害復旧事業債

元利償還金の９５％を公債費方式により基準財政需要額に算入。

イ災害対策債

元利償還金の９５％を公債費方式により基準財政需要額に算入。災害対策債のうち災害廃棄物処理

対策（災害廃棄物処理事業及び漁場復旧対策支援事業をいう。以下同じ。）に係るものの元利償還金

については、残余の５％を特別交付税により措置。なお、特定被災区域団体以外の団体については、

災害廃棄物処理対策に係る地方負担額の９５％を特別交付税により措置。

ウ一般単独災害復旧事業債

元利償還金について、地方公共団体の財政力に応じ、４７．５～８５．５％を公債費方式により基

準財政需要額に算入。

② 補正予算債

元利償還金の８０％を公債費方式により基準財政需要額に算入し、残余については単位費用に

より措置。

c)合併特例債の特例：適用期間を 10 年から 15年に延長
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d)地方交付税の総額の特例

e)特別交付税による基金の形成

東日本大震災に係る「取崩し型復興基金」の創設

１ 取崩し型復興基金の創設

東日本大震災からの復興に向けて、被災団体が地域の実情に応じて、住民生活の安定やコミュニティの

再生、地域経済の振興・雇用維持等について、単年度予算の枠に縛られずに弾力的かつきめ細かに対処で

きる資金として、復興基金を創設。

２ 復興基金への特別交付税措置（基金の規模）

現在の低金利の状況では従来の運用型基金は有効ではないことから、取崩し型基金により対処すること

として、特定被災地方公共団体である９県（青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、千葉県、

新潟県、長野県）が基金を設置することとなる場合について、阪神・淡路大震災における措置等を踏まえ、

特別交付税により措置。

措置予定額 ２，０００億円程度（別表参照）

３ 基金の使途・運用

基金を具体的にどのように使うのか、直営方式・財団方式等どのような運用をするかについては、各県の

判断に委ねられる。基金規模の算定は市町村の財政需要を踏まえたものであり、きめ細かな事業を実施す

るという基金の趣旨からも、市町村事業に十分に配慮した運用を期待。

（出所）総務省報道資料より

ｆ）地方公営企業に対する特例措置（繰出基準の特例、資金不足額に対する地方公営企業

債充当）

東日本大震災による被害を受けた地方公営企業が実施する施設の復旧に要する経費について、

一般会計からの繰出基準の特例を設けることとし、当該繰出金について災害復旧事業債を充当で

きることとしました。また、公的資金に係る災害復旧事業債については、償還期間及び据置期間

を延長することとしました。

さらに、東日本大震災により被害を受けた地方公営企業における資金不足額等については、資

金手当のための公営企業債を充当できることとするとともに、これに係る利子の一部について特

別交付税により措置することとしました。

ｇ)復興交付金（一括交付金？）

「復興交付金制度要綱」より

＜復興交付金事業＞

○基幹事業

・対象：別表の 事業

・要件：交付担当大臣が交付要綱に定める要件を満たす事業

○効果促進事業（関連事業）

・基幹事業と一体となってその効果を増大させるために必要な事業又は事務
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・原則として、次の事業又は事務は除く

① 事業実施主体の人件費その他の経常的経費

② 個人・法人の負担に直接充当する事業又は事務及び専ら個人・法人の資産を

形成するための事業又は事務

＜交付決定単位＞

特定市町村又は特定都道府県ごと、かつ交付担当大臣ごととする。

＜交付申請＞

交付担当大臣が定める交付要綱に基づき、内閣総理大臣を経由し、交付担当大臣

に対して交付の申請を行うものとする。

＜交付金の執行＞

・基金の造成、年度間の調整、事業間の流用（同一担当大臣の範囲内）が一部可能。

ｈ)行政事務の代行

・公共土木施設の災害復旧事業等に係る工事の国等による代行

次の法律の特例：漁港漁場整備法、砂防法、港湾法、道路法、海岸法、地すべり等防

止法、下水道法、河川法、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律

・災害廃棄物処理の代行

ｉ)特区制度（復興特別区域法）

（３） 考察

○東日本大震災に対する国の財政措置は、従来の政府間財政関係の枠組みの中で、地方団

体に対する財政支援を量的に拡大したもの。

○「使い勝手の良い」一括交付金と言われた復興交付金も、各省庁別の補助金を復興庁経

由で申請するというのが実態。執行上の弾力化が一部実現する可能性はある。

○特別交付税による基金の形成は、使途を特定されていないため、市町村に最も歓迎され

ている。復興交付金で充てることのできなかった住宅再建補助などに活用されている。た

だし、基金のしくみ自体は阪神大震災の時すでに導入されていた。

○政府間財政関係、行政事務配分、規制の面で、大きな変化は生じていない、と結論して

良いのではないか。
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２．公私分担の変化

（１） 23 年度補正予算における個人、事業に対する支援

  参照：表２

（２） 個人に対する生活支援

a) 被災者生活支援金（東日本大震災前からあったもの）

基礎支援金 100 万円（全壊）、50 万円（大規模半壊）

加算支援金 200 万円（建設・購入）、100 万円（補修）、50 万円（賃貸）

b) 災害弔慰金、災害障害見舞金（東日本大震災前からあったもの）

c) 仮設住宅（東日本大震災前からあったもの）

d) 雇用保険の支給期間延長

（３） 事業、私企業に対する支援

共同利用を条件とした農林水産業に対する支援

・漁協等の共同利用漁船等復旧支援（補助）

・個人の養殖施設の復旧（激甚災害法に基づく補助）

・水産加工業協同組合に対する水産業共同利用施設復旧支援（補助）

グループ補助金

地域経済の核となる中小企業などのグループが、県が認定する復興事業計画に基づい

て、その計画に必要な生産・販売施設などの復旧・整備を行う場合、国と県が連携して

補助（国 、県 ）

二重債務対策

株式会社東日本大震災事業者再生支援機構による債権買い取り

仮設工場、仮設店舗の貸し出し

中小企業基盤整備機構が整備→地方公共団体→中小企業など

（４） 考察

・個人に対する新たな支援制度はほとんど見られない。

・事業者の私的資産に関わる支援制度が、「共同化・グループ化」「無償貸与」「債権買

い取り」という形態を取って導入された。
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３．岩手県の復興予算

（１）歳入

参照：表３

（２）歳出

    参照：表４、５、６

（３）復興基金

・国

特別交付税（取崩し型復興基金）約 2,000 億円

   岩手県 420億円  宮城県 660 億円  福島県 570 億円 その他 6県 310 億円

・岩手県

  復興基金積立金 510 億円

財源：特別交付税 420 億円＋クウェートからの支援金 84 億円＋寄付金 6億円

使途：復興基金市町村交付金 210億円

    県の支出  参照：表７

４．大槌町（岩手県）の復興予算

（１）歳入

参照：表８

（２）歳出

参照：表９

（３）復興交付金事業

＜復興交付金事業の内容＞

表１０　大槌町復興交付金事業（平成24年8月時点、県交付分を含む）
百万円

件数 a/b

1 学校整備 5 196 0.5% 1,230 1.9% 15.9%

2 教育（経常） 2 18 0.0% 71 0.1% 25.0%

3 埋蔵文化財 2 39 0.1% 182 0.3% 21.5%

4 施設整備 7 2,489 6.0% 6,004 9.3% 41.5%

5 道路 12 505 1.2% 4,627 7.2% 10.9%

6 公営住宅、賃貸住宅 13 12,817 30.9% 19,227 29.8% 66.7%

7 家賃低廉化 4 32 0.1% 1,249 1.9% 2.6%

8 区画整理事業 5 741 1.8% 765 1.2% 96.9%

9 産業振興（ソフト） 5 72 0.2% 244 0.4% 29.5%

10 下水道、排水、浄化槽 8 102 0.2% 2,624 4.1% 3.9%

11 防災集団移転 12 20,154 48.7% 28,212 43.7% 71.4%

12 まちづくり（ソフト） 5 4,254 10.3% 74 0.1%

80 41,419 100.0% 64,510 100.0% 64.2%

総交付対象事業費(a) 全体事業費(b)

合計
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・総交付対象事業費（平成 23年度～27 年度） 414 億円

全体事業費 645億円

・「防災集団移転事業」「復興公営住宅」が大部分を占める。まず住まいの確保に重点。

＜問題点＞

①総交付対象事業費／全体事業費 が６４．２％

現在の復興交付金事業は27年度までの5年間。28年度以降については予算措置が不透明。

【参考】「集中復興期間とされた 年度までの間、被災地方公共団体が実施する復興地域づく

りのための事業等を支援することを目的としています。 年度以降に被災地方公共団体

が実施する事業等に対する支援のあり方については、今後の検討課題です。」

（復興庁「復興交付金 ＆ 」 年 月 日）

②復興交付金事業には経常的な費用を要するものも含まれる（例：公営住宅家賃低廉化）。

20 年間を予定しているが、財源措置は不透明。

  ＊①、②について、町の財政課担当者は「国を信じるしかない」。

③公営住宅等の施設整備に伴う維持費負担

④41 の事業に使途が限定されており自由に使えない。

⑤「効果促進事業」も資産形成にあたるものが排除されているため、住宅支援・事業支援

に充てられない。

   ＊せめて「効果促進事業」は自由に使えるようにしてほしい。

（４）復興基金による事業

岩手県からの復興基金市町村交付金 3,068,996 千円

その他寄付金等と合わせて

  ↓

「ふるさとづくり基金」約 40億円（もとは「ふるさと納税」の受け皿としてつくられた）

   住宅再建支援金等に充てられている。

＜参考＞ 大槌町における住宅再建支援の合計額

国（基礎） 国（加算） 県・町(1/3) 町独自 合計

複数世帯 100 万円 200 万円 100 万円 150 万円 550 万円

単独世帯 75 万円 150 万円 75万円 150 万円 450 万円
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【国の財政】

表1　東日本大震災に対する国の財政措置（平成23年度補正予算）

億円

第1号（5月） 第2号（7月） 第3号（11月）
計（第1号～

第3号）

１．災害救助等関係経費 4,829 941 5,770

(1)応急仮設住宅の供与等 3,626 3,626
(2)遺族への弔慰金・被災者への障害見舞金 485 485

(3)災害援助資金の貸付 350 350

(4)生活福祉資金の貸付 257 165 422

(5)被災者緊急支援 112 475 587
(6)災害救助法による災害救助 301 301

２．災害廃棄物処理事業費 3,519 3,860 7,379

３．災害対応公共事業関係費 12,019 10,696 22,715

(1)災害復旧等公共事業 10,438 8,706 19,144

(2)一般公共事業 1,581 1,990 3,571

４．施設費災害復旧費等 4,160 4,038 8,198
(1)学校施設等 2,171 1,127

(2)介護、医療、障害者施設などの社会福祉施設等 845

(3)農業・林業用施設等 355

(4)警察・消防防災施設等 264
(5)中小企業組合等共同施設等 190

(6)大学等研究施設等の整備 369

(7)鉄道施設等 66

５．災害関連融資関係経費 6,407 6,716 13,123

(1)中小企業等の事業再建及び経営安定のための融資等 5,100 6,530

(2)災害復興住宅融資等 560
(3)農林魚要者の事業再建及び経営安定のための融資等 400 186

(4)私立学校の施設整備等のための低利融資 226

６．地方交付税交付金（特別交付税） 1,200 5,455 16,635 23,290

７．その他東日本大震災関係経費 8,018 24,631 32,649
(1)自衛隊・消防・警察・海上保安庁活動経費等 2,593 229 2,822

(2)医療保険制度等の保険料減免等に対する特別措置 1,142 1,142

(3)船舶保険・漁業共済の支払支援 939 939

(4)漁場・養殖施設等復旧対策 681 681

(5)被災者生活再建支援金 520 520

(6)雇用関係 514 3,780 4,294

(7)被災児童生徒等就学支援 219 219
(8)企業等の電力需給対策 178 178

(9)燃料安定供給対策 136 136

(10)立地補助金 5,000 5,000

(11)住宅関係 3,112 3,112
(12)節電エコ補助金等 2,324 2,324

(13)水産業の復旧・復興 1,576 1,576

(14)自衛隊施設及び装備品等の復旧等 1,470 1,470

(15)森林・林業の復興 1,400 1,400

(16)医療、介護、福祉等 1,231 1,231

(17)自立・分散型エネルギー供給等に拠るエコタウン化事業 840 840
(18)中小企業対策 452 452

(19)普及・復興に向けた教育支援等 411 411

(20)資源の安定供給確保 283 283

(21)農業関係 197 197
(22)世界に開かれた復興 177 177

(23)災害に強い情報通信ネットワークの構築等 169 169

(24)震災関係資料の収集、デジタル化の促進、被災実態調査等 28 28

(25)その他 1,953 1,953

８．原子力損害賠償法等関係経費 2,754 2,754

(1)原子力損害賠償法関係経費 2,474 2,474
(2)原子力損害賠償支援機構法関係経費 280 280

９．被災者支援関係経費 3,774 3,774

(1)二重債務問題対策 774 774

(2)被災者生活再建支援金補助金 3,000 3,000

１０．東日本大震災復旧・復興予備費 8,000 8,000
１１．東日本大震災復興交付金 15,612 15,612

１２．原子力災害復興関係経費 3,558 3,558

１３．全国防災対策費 5,752 5,752

（復興対策本部経費） 5 5

40,153 19,988 92,439 152,580計
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　　　表２　東日本大震災に対する国の財政措置（平成23年度補正予算1号～3号）

累計額(億円) ％

１．災害救助等関係経費 5,770 3.8

うち生活支援（貸付を除く） 4,999 3.3

　・応急仮設住宅の供与等 3,626

　・遺族への弔慰金・被災者への障害見舞金 485

　・被災者緊急支援 587

　・災害救助法による災害救助 301

２．災害廃棄物処理事業費 7,379 4.8

３．災害対応公共事業関係費 22,715 14.9

４．施設費災害復旧費等 8,198 5.4

５．災害関連融資関係経費 13,123 8.6

６．地方交付税交付金（特別交付税） 23,290 15.3

７．その他東日本大震災関係経費 32,649 21.4

（うち生活支援） 9,287 6.1

　・医療保険等の保険料減免等特別措置 1,142

　・被災者生活再建支援金 520

　・雇用関係 4,294

　・被災児童生徒等就学支援 219

　・住宅関係 3,112

（うち事業支援） 5,245 3.4

　・船舶保険・漁業共済の支払支援 939

　・漁場・養殖施設等復旧対策 681

　・水産業の復旧・復興 1,576

　・森林・林業の復興 1,400

　・中小企業対策 452

　・農業関係 197

８．原子力損害賠償法等関係経費 2,754 1.8

９．被災者支援関係経費 3,774 2.5

（事業支援）二重債務問題対策 774 0.5

（生活支援）被災者生活再建支援金補助金 3,000 2.0

１０．東日本大震災復旧・復興予備費 8,000 5.2

（うち事業支援）グループ補助金 1,249 0.8

１１．東日本大震災復興交付金 15,612 10.2

１２．原子力災害復興関係経費 3,558 2.3

１３．全国防災対策費 5,752 3.8

１４．復興対策本部経費 5 0.0

152,580 100.0

（再掲）うち生活支援 17,286 11.3

（再掲）うち事業支援 7,268 4.8

注）「生活支援」「事業支援」という費目区分は筆者が試みに行ったものである。

(出所)財務省ＨＰ資料より作成。

費　　　　目

合　　　　計
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【岩手県の財政】

表
３
　
平
成
2
3
年
度
岩
手
県
補
正
予
算
（
歳
入
）

百
万
円

補
正
1
号

2
号

3
号

4
号

5
号

6
号

7
号

8
号

9
号

1
0号

4月
4
月

6
月

6
月

8
月

9
月

1
0
月

1
0
月

1
1
月

2月

１
　
県
税

0
0

0
0

0
0

0
0

0
△
 3,68

5
△
 3,6
85

-
0
.4
%

２
　
地
方
消
費
税
清
算
金

0
0

0
0

0
0

0
0

0
△
 1,03

7
△
 1,0
37

-
0
.1
%

３
　
地
方
譲
与
税

0
0

0
0

0
0

0
0

0
△
 2
90

△
 2
90

0
.0
%

４
　
地
方
特
例
交
付
金

0
0

0
0

0
0

0
0

0
△
 3
18

△
 3
18

0
.0
%

５
　
地
方
交
付
税

0
7
,8
9
2

1
,0
0
0

0
3,5
14

2
,26
5

0
1
0
,1
1
5

4
2
,9
80

1
1
2,07
7

1
7
9,8
43

2
1
.5
%

７
　
分
担
金
及
び
負
担
金

0
0

0
0

0
0

△
 1
,9
4
2

0
0

△
 4
38

△
 2,3
81

-
0
.3
%

８
　
使
用
料
及
び
手
数
料

0
0

0
0

0
0

1
0

0
0

△
 2
87

△
 2
77

0
.0
%

９
　
国
庫
支
出
金

55
2

1
33
,3
9
9

1
0
5
,7
1
0

4
2
5

2
3,0
51

0
4
9
,0
1
8

2
0
,0
0
0

5
6
,6
18

1
1
8,83
2

5
0
7,6
06

6
0
.6
%
う
ち
復
興
交
付
金
（
定
額
）
3
5
,0
0
0

１
０
　
財
産
収
入

0
0

1
4

0
0

0
1

0
0

27
1

2
86

0
.0
%

１
１
　
寄
附
金

0
0

9
4
5

0
0

0
1
,0
7
0

0
8
,0
00

8,47
8

1
8,4
93

2
.2
%

１
２
　
繰
入
金

8
9

5
,9
2
8

1
4
,4
9
4

3
,1
8
5

3
85

0
1
,6
1
0

0
2
6
,0
52

1,41
0

5
3,1
55

6
.4
%

１
３
　
繰
越
金

50
0

43
,8
9
9

2
8
,6
4
6

9
,5
1
0

1,7
09

0
1
8
,6
7
3

0
0
△
 2
1,84
1

8
1,0
96

9
.7
%

１
４
　
諸
収
入

0
0

0
0

0
0

0
0

1
1

6,74
7

6,7
58

0
.8
%

　
（
う
ち
基
金
繰
入
金
）

8
9

5
,9
2
8

1
4
,4
9
4

3
,1
8
5

3
85

0
1
,6
2
1

0
2
6
,0
52

1,45
2

5
3,2
07

6
.4
%

１
５
　
県
債

2
4

34
,4
3
8

3
4
,1
8
0

5
3
9

1,8
55

0
1
6
,8
9
0

0
△
 1
,0
2
5
△
 8
9,16
8

△
 2,2
67

-
0
.3
%

歳
入
合
計

1,16
6

2
25
,5
5
6

1
8
4
,9
9
0

1
3
,6
6
0

3
0,5
14

2
,26
5

8
5
,3
2
9

3
0
,1
1
5

1
3
2
,6
3
6

1
3
0,75
1

8
3
6,9
82

10
0
.0
%

歳
入
項
目

う
ち
復
興
基
金
2
3
,2
0
1
、
復
興
交
付

金
基
金
3
,3
0
7

2
3年
度
補
正
予
算
累
計
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表４　平成23年度補正予算（岩手県、歳入のうち国庫支出金の内訳）

千円

款 項 目 補正第1号～第10号
歳入総額に占

める割合

１　民生費負担金 100,423,335 12.0%

２　衛生費負担金 8,922,962 1.1%

３　農林水産業費負担金 4,425 0.0%

４　土木費負担金 585,353 0.1%

５　教育費負担金 △ 150,879 0.0%

６　災害復旧費負担金 65,446,155 7.8%

１　総務費補助金 55,825,887 6.7%

２　民生費補助金 15,143,958 1.8%

３　衛生費補助金 55,810,282 6.7%

４　労働費補助金 65,963,419 7.9%

５　農林水産業費補助金 18,552,656 2.2%

６　商工費補助金 7,829,858 0.9%

７　土木費補助金 1,375,692 0.2%

８　警察費補助金 △ 859,608 -0.1%

９　教育費補助金 6,733,493 0.8%

１０　災害復旧費補助金 96,364,735 11.5%

１１　開発指定事業高率補助精算金 9,358,513 1.1%

１　総務委託金 △ 22,961 0.0%

２　民生費委託金 △ 34,505 0.0%

３　衛生費委託金 △ 84,545 0.0%

４　労働費委託金 82,757 0.0%

５　農林水産業費委託金 33,136 0.0%

６　土木費委託金 △ 781 0.0%

７　教育費委託金 302,246 0.0%

９

国

庫

支

出

金

３　委託金

２　国庫補助金

１　国庫負担金
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表
５
　
平
成
2
3
年
度
岩
手
県
一
般
会
計
補
正
予
算
（
歳
出
、
第
1
号
～
第
1
0
号
累
計
）

百
万
円

国
支
出
金

地
方
債

そ
の
他

１
　
議
会
費

△
 8
8

0
.0
%

0
0

△
 0

△
 8
8

２
　
総
務
費

1
6
5
,8
7
6

1
9
.8
%

3
5
,5
8
1

△
 9
6
2

2
1
,9
5
1

1
0
9
,3
0
6

  （
う
ち
積
立
金
）

1
4
0
,4
2
1

1
6
.8
%

３
　
民
生
費

1
3
3
,3
3
9

1
5
.9
%

1
0
9
,2
0
0

6
4
0

8
4
3

2
2
,6
5
7

　
（
う
ち
災
害
救
助
費
）

1
1
9
,4
3
6

1
4
.3
%

9
4
,1
7
1

1
,3
5
0

3
7
5

2
3
,5
3
9

４
　
衛
生
費

8
9
,8
0
0

1
0
.7
%

5
7
,3
0
0

△
 6
0
7

3
2
,9
2
6

1
8
1

　
（
う
ち
環
境
衛
生
費
）

5
5
,5
9
3

6
.6
%

2
4
,7
3
4

△
 4
5
3

3
1
,1
1
9

1
9
3

５
　
労
働
費

7
0
,3
7
4

8
.4
%

6
4
,1
0
8

0
6
,4
7
1

△
 2
0
4

　
（
う
ち
雇
用
促
進
費
）

7
0
,5
2
5

8
.4
%

6
4
,0
4
2

0
6
,4
9
1

△
 8

６
　
農
林
水
産
業
費

3
3
,5
7
2

4
.0
%

2
6
,3
5
0

△
 4
3
8

4
9
1

7
,1
6
9
林
業
振
興
指
導
費
1
0
,8
1
3
、
漁
港
漁
場
整
備
費
1
0
,7
8
7
、
水
産
業
振
興
費

5
,2
3
2

７
　
商
工
費

4
0
,5
8
4

4
.8
%

1
1
1

△
 3
6

3
9
,3
4
9

1
,1
6
0
中
小
企
業
振
興
費
4
0
,0
2
6
（
う
ち
貸
付
金
3
8
,5
9
1
)

８
　
土
木
費

1
6
,0
8
3

1
.9
%

6
2
9

△
 1
,8
7
1

3
,9
5
8

1
3
,3
6
6

９
　
警
察
費

1
,5
2
8

0
.2
%

9
2
2

1
4
7

△
 2
2
5

6
8
5

１
０
　
教
育
費

7
,9
4
9

0
.9
%

6
,9
2
3

8
3

1
,0
5
5

△
 1
1
2

１
１
　
災
害
復
旧
費

2
7
5
,9
6
8

3
3
.0
%

1
9
1
,4
6
8

△
 5
6
5

8
,3
1
4

7
6
,7
5
1

　
（
う
ち
水
産
業
用
施
設
等
）

9
0
,4
2
8

1
0
.8
%

5
7
,2
6
2

0
7
,8
5
7

2
5
,3
0
9
う
ち
負
担
金
・
補
助
金
・
交
付
金
9
0
,3
5
6

　
（
う
ち
漁
港
）

8
3
,1
8
0

9
.9
%

6
5
,9
4
3

9
9

0
1
7
,1
3
8
う
ち
工
事
請
負
費
7
1
,7
3
1

　
（
う
ち
商
工
観
光
施
設
）

4
4
,0
8
9

5
.3
%

2
9
,3
9
0

0
0

1
4
,6
9
8
う
ち
負
担
金
・
補
助
金
・
交
付
金
4
4
,0
8
6

１
２
　
公
債
費

9
3

0
.0
%

0
0

△
 2

9
5

１
３
　
諸
支
出
金

1
,7
9
5

0
.2
%

0
0

5
0

1
,7
4
5

１
４
　
予
備
費

3
0
0

0
.0
%

0
0

0
3
0
0

歳
出
合
計

8
3
7
,1
7
3

1
0
0
.0
%

4
9
2
,5
9
2

△
 3
,6
0
9

1
1
5
,1
7
9

2
3
3
,0
1
1

一
般
財
源

復
興
基
金
積
立
金
5
1
,0
0
6
、
県
債
管
理
基
金
積
立
金
2
6
,4
8
9
、
財
政
調
整

基
金
積
立
金
1
6
,1
7
2
,復
興
交
付
金
基
金
積
立
金
3
5
,0
0
1
、
復
興
基
金
市
町

村
交
付
金
2
1
,0
0
0

補
正
予
算
累
計
額

,

特
定
財
源

補
正
予
算
額
の
財
源
内
訳

備
　
　
　
考
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表
６
　
岩
手
県
平
成
2
3
年
度
補
正
予
算
の
推
移
（
節
別
分
類
）

百
万
円

平
成
2
3
年
度
補
正

予
算

人
件
費

物
件
費
（
役
務

費
を
含
む
）

工
事
請
負
費

負
担
金
、
補

助
金
、
交
付

金

扶
助
費

貸
付
金

積
立
金

そ
の
他

操
出
金

予
備
費

第
1
号
(2
3
.4
)

0
3
8

8
3
1

1
2

0
5
0
0

0
0

0
0

1
,3
8
2

0
.2
%

第
2
号
(2
3
.4
)

8
6

1
6
2
,8
2
5

1
9
,5
4
1

1
7
,2
9
0

1
4
,1
8
0

3
,9
7
2

5
,6
5
0

1
2

0
2
,0
0
0

2
2
5
,5
5
6

2
6
.9
%

第
3
号
(2
3
.6
)

2
5
9

1
4
,4
8
7

3
8
,2
5
9

8
1
,4
1
2

1
1
,9
4
0

2
8
,2
5
0

1
0
,0
6
5

2
8
1

3
7

0
1
8
4
,9
9
0

2
2
.1
%

第
4
号
(2
3
.6
)

△
 7

9
2
0

1
,8
2
4

1
,6
5
3

0
9
,5
0
9

0
5
8

△
 2
9
8

0
1
3
,6
6
0

1
.6
%

第
5
号
(2
3
.8
)

4
5

9
,8
6
8

1
1
9

2
0
,2
3
8

1
6
9

1
4

0
1

6
0

0
3
0
,5
1
4

3
.6
%

第
6
号
(2
3
.9
)

0
1
9
4

0
2
,0
7
1

0
0

0
0

0
0

2
,2
6
5

0
.3
%

第
7
号
(2
3
.1
0
)

1
,4
9
8

5
,7
7
5

3
2
,3
5
0

2
8
,3
1
6

2
,5
7
7

3
,6
6
6

9
,5
7
5

1
9
1

1
,3
5
6

0
8
5
,3
0
5

1
0
.2
%

第
8
号
(2
3
.1
0
)

0
0

0
3
0
,1
1
5

0
0

0
0

0
0

3
0
,1
1
5

3
.6
%

第
9
号
(2
3
.1
1
)

1
2
,0
6
1

2
,8
3
8

2
6
,2
4
8

5
0

1
0
1
,4
6
9

1
3

0
0

1
3
2
,6
3
6

1
5
.8
%

第
1
0
号
(2
4
.2
)

△
 8
1
6

△
 5
9
,4
3
6

2
2
,8
8
5

2
9
,7
9
8

△
 2
3
,4
1
1

△
 1
,0
8
2

1
5
4
,6
5
8

9
,2
5
6

5
9
9

△
 1
,7
0
0

1
3
0
,7
5
1

1
5
.6
%

1
,0
6
6

1
3
6
,7
3
3

1
1
8
,6
4
8

2
3
7
,1
5
4

5
,4
6
0

4
4
,8
2
8

2
8
1
,4
1
7

9
,8
1
3

1
,7
5
5

3
0
0

8
3
7
,1
7
3

1
0
0
.0
%

0
.1
%

1
6
.3
%

1
4
.2
%

2
8
.3
%

0
.7
%

5
.4
%

3
3
.6
%

1
.2
%

0
.2
%

0
.0
%

1
0
0
.0
%

合
計

合
計







Inoue
表７　岩手県の復興基金支出 
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表 8 大 槌町平成 23年 度決算 (歳入)
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表
９
　
岩
手
県
大
槌
町
歳
出
額

平
成
2
2
年
度
3
月
専
決
＋
2
3
年
度
補
正
予
算
（
第
1
号
～
第
1
0
号
）

単
位
：
百
万
円

国
・
県
支

出
金

地
方
債

そ
の
他

１
　
議
会
費

1
8

0
.1
%

0
0

0
1
8

1
9

△
 0

0
△
 1

0
0

0
0

0

２
　
総
務
費

9
,5
1
9

3
9
.2
%

7
,5
9
7

1
0
2

1
,0
8
3

7
3
8

1
1
3

6
8
2

8
1
0

19
0

0
0

7
,6
9
8

2
7

1

　
内
ふ
る
さ
と
づ
く
り
基
金
費

3
,6
7
3

1
5
.1
%

3
,0
6
9

0
6
0
4

0
0

0
0

0
0

0
3
,6
7
3

0
0

特
別
交
付
税
を
財
源
に

　
内
復
興
交
付
金
基
金
費

3
,4
6
9

1
4
.3
%

3
,4
6
9

0
0

0
0

0
0

0
0

0
3
,4
6
9

0
0

復
興
交
付
金
を
財
源
に

３
　
民
生
費

4
,9
3
8

2
0
.3
%

3
,7
3
2

0
△
 3
7

1
,2
4
3

△
 0

3
7
8

3
0
0

△
 3
0

4
,2
2
6

0
0

4
6
0

　
内
災
害
救
助
費

4
,8
4
8

2
0
.0
%

3
,6
4
1

0
0

1
,2
0
7

1
3

2
7
5

3
0
0

0
4
,2
6
0

0
0

0
0

内
扶
助
費
4
,2
6
0

４
　
衛
生
費

4
,0
4
5

1
6
.7
%

3
,1
6
9

△
 4

0
8
8
0

△
 8

3
,1
1
4

5
0
3

3
9

0
0

4
0
0

0
△
 4

　
内
塵
芥
処
理
費

3
,6
4
5

1
5
.0
%

3
,1
7
8

△
 4

3
4
6
9

0
3
,1
4
2

5
0
3

0
0

0
0

0
0

内
委
託
料
3
,1
4
6

５
　
労
働
費

3
0
0

1
.2
%

2
8
6

0
0

1
4

0
2
8
6

0
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0
0

0
0

0
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委
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料
1
8
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、
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9
9

６
　
農
林
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産
業
費

1
,8
2
5

7
.5
%

1
,5
8
8

△
 4

△
 0

2
4
1

△
 2
1

△
 9

△
 2

1
,82
7

0
0

0
△
 0

2
9

　
内
水
産
業
振
興
費

1
,8
2
0

7
.5
%

1
,5
8
7

0
0

2
3
3

0
0

0
1
,82
0

0
0

0
0

0
内
補
助
金
1
,8
2
0

７
　
商
工
費

5
3

0
.2
%

0
0

2
5
1

△
 5

4
3
1

2
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0

0
0

0

８
　
土
木
費

7
4
1

3
.1
%

1
6
9

0
△
 1

5
7
3

△
 6

2
6
7

1
8
7

△
 2

0
0

△
 1
1

1
3
0
6

　
内
都
市
計
画
総
務
費

3
8
6

1
.6
%

3
8

0
0

3
4
8

0
8
0

0
0

0
0

0
0

3
0
6

９
　
消
防
費

8
2
8

3
.4
%

3
1

△
 8

4
2
0

3
8
5

1
6

6
3
8

76
8

0
0

0
0

0

１
０
　
教
育
費

△
 4
7

-
0
.2
%

3
0

△
 4
3

△
 2
1

△
 1
3

△
 3
7

△
 1
4

△
 4
8

3
1
6

0
0

0
3
3

１
１
　
災
害
復
旧
費

1
,3
5
6

5
.6
%
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1
3
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0
2
3
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0
6
3
3

6
6
0
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0
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0

0
内
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事
請
負
費
6
6
0

　
内
農
林
水
産
業
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設

5
1

0
.2
%

4
1
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0
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0

2
4
9

0
0

0
0

0
0

　
内
土
木
施
設

5
4
2

2
.2
%

1
6
4

1
4
4

0
2
3
4

0
2
8
8

1
9
2

6
2

0
0

0
0

0
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文
教
施
設

3
3
2

1
.4
%

2
2
1

1
1
1

0
0

0
3
3
2

0
0

0
0

0
0

0

　
内
消
防
防
災
施
設

4
3
0

1
.8
%

2
8
7

1
4
3

0
0

0
1
1

4
1
9

0
0

0
0

0
0

１
２
　
公
債
費

2
4
0

1
.0
%

0
1
7

0
2
2
3
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0

0
0

0
0
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2
4
0

0

１
３
　
諸
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5
3

0
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%

0
5
3
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0
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0
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0
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3
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0
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4
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0

1
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%
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付
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付
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